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 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．関連会社については、損益等からみて重要性が乏しいため、持分法を適用した場合の投資損益を算出してお

りません。  

３．第84期第１四半期累計期間、第85期第１四半期累計期間、第84期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)

純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

 当第１四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また主要な関係会社における異動もありません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第84期

第１四半期 
累計期間 

第85期
第１四半期 
累計期間 

第84期

会計期間 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成23年
４月１日 

至平成23年 
６月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成23年 
３月31日 

売上高（千円）  2,366,494  2,345,218  9,719,470

経常利益（千円）  13,978  4,677  74,229

四半期(当期)純利益（千円）  7,302  3,532  10,152

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  1,920,000  1,920,000  1,920,000

発行済株式総数（株）  38,400,000  38,400,000  38,400,000

純資産額（千円）  2,238,402  2,243,817  2,240,628

総資産額（千円）  7,163,997  7,338,797  7,355,435

１株当たり四半期(当期)純利益金

額（円） 
 0.19  0.09  0.26

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  －

自己資本比率（％）  31.2  30.6  30.5

２【事業の内容】
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 当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

    

  
(1）業績の状況 

 当第１四半期累計期間の国内経済は、平成23年３月11日に発生しました東日本大震災の影響により、東北地方を中

心に深刻な被害を受け、生産活動や物流機能の停滞、更には福島原発事故による電力供給、風評被害など懸念すべき

問題も多く、被災地域だけではなく国内全般に深刻な影響を及ぼすこととなり、先行きは不透明な状況にあります。

 このような経済情勢の中で、ゴム・樹脂業界におきましても、自動車産業を中心に不透明な状況にあります。  

 当第１四半期累計期間の当社は積極的な営業活動により、販売量の維持・拡大を推進したものの、対前年同期比若

干の減収、減益となりました。 

 この結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高２,３４５百万円(前年同期比０．９％減)、営業利益７百万円

(前年同期比５６．８％減)、経常利益４百万円(前年同期比６６．５％減)、四半期純利益３百万円(前年同期比５

１．６％減)となりました。 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

(ゴム事業) 

 シート・マットにつきましては、若干の減収となったものの、ゴムコンパウンド製品につきましては、新規取引先

獲得等により販売量が増加したこと、また成形品につきましては、クッションタイヤが堅調に推移したこと等によ

り、ゴム事業全体の売上高は１，４９６百万円と、前年同期に比べて２０．１％の増収となりました。  

(樹脂事業) 

 高機能樹脂コンパウンド製品につきましては、昨年度後半からの新規製造受託であるオレフィスタ等による増収は

あったものの、塩ビコンパウンドの製造受託がなくなったことや、震災の影響によって自動車向けの販売量が減少し

たことにより、前年同期比減収となりました。樹脂事業全体の売上高は８１１百万円と、前年同期に比べて、２５．

９％の減収となりました。 

             

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

       

(3）研究開発活動 

 当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、３３百万円であります。 

 なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。  

   

該当事項はありません。  

    

 該当事項はありません。 

    

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  150,000,000

計  150,000,000

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年６月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  38,400,000  38,400,000
東京証券取引所 

市場第二部 
単元株式数 1,000株 

計  38,400,000  38,400,000 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 

(千円) 

  
平成23年４月１日～ 
平成23年６月30日 

  

 ―  38,400,000  ―  1,920,000  ―  ―
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 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、17千株(議決権17個)含まれ

ております。 

２．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式615株が含まれております。  

  

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権2個)あります。

 なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の普通株式に含めております。 

  

該当事項はありません。  

  

  

  

  

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式    15,000
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  38,311,000  38,311 ― 

単元未満株式 普通株式    74,000 ― ― 

発行済株式総数  38,400,000 ― ― 

総株主の議決権 ―  38,311 ― 

  平成23年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

日東化工株式会社 高座郡寒川町一之宮6-1-3  15,000  ―  15,000  0.0

計 ―  15,000  ―  15,000  0.0

２【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期会計期間(平成23年４月１日から平成23

年６月30日まで)及び当第１四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期財務諸表

について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準       ％ 

売上高基準      ％ 

利益基準       ％ 

利益剰余金基準    ％ 

※ 会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

第４【経理の状況】

0.7

0.7

4.4

2.6
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 116,285 114,775

受取手形及び売掛金 2,794,115 2,766,930

商品及び製品 357,178 413,160

仕掛品 147,882 183,831

原材料及び貯蔵品 323,649 272,927

その他 235,562 251,876

貸倒引当金 △3,700 △3,800

流動資産合計 3,970,974 3,999,703

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 835,823 823,567

機械及び装置（純額） 651,024 658,187

土地 1,575,872 1,575,872

建設仮勘定 68,985 28,001

その他（純額） 87,878 90,962

有形固定資産合計 3,219,583 3,176,590

無形固定資産   

その他 18,625 16,840

無形固定資産合計 18,625 16,840

投資その他の資産   

投資有価証券 43,163 42,846

関係会社株式 31,577 31,577

関係会社出資金 55,539 55,539

その他 26,873 26,601

貸倒引当金 △10,901 △10,901

投資その他の資産合計 146,251 145,663

固定資産合計 3,384,461 3,339,094

資産合計 7,355,435 7,338,797

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,174,524 2,121,050

短期借入金 1,530,000 1,570,000

未払法人税等 9,810 3,009

賞与引当金 85,600 47,000

その他 918,824 979,810

流動負債合計 4,718,759 4,720,871

固定負債   

長期借入金 33,600 25,300

退職給付引当金 284,998 281,209

役員退職慰労引当金 77,450 67,600

固定負債合計 396,048 374,109

負債合計 5,114,807 5,094,980
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成23年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,920,000 1,920,000

資本剰余金 19 19

利益剰余金 327,948 331,480

自己株式 △1,880 △1,907

株主資本合計 2,246,087 2,249,592

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △5,458 △5,775

評価・換算差額等合計 △5,458 △5,775

純資産合計 2,240,628 2,243,817

負債純資産合計 7,355,435 7,338,797
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

売上高 2,366,494 2,345,218

売上原価 2,114,237 2,126,303

売上総利益 252,257 218,915

販売費及び一般管理費 233,877 210,978

営業利益 18,379 7,937

営業外収益   

受取配当金 500 541

その他 1,897 2,798

営業外収益合計 2,397 3,339

営業外費用   

支払利息 6,249 5,878

その他 549 721

営業外費用合計 6,798 6,599

経常利益 13,978 4,677

特別損失   

固定資産除却損 961 10

投資有価証券評価損 4,497 －

特別損失合計 5,459 10

税引前四半期純利益 8,519 4,667

法人税、住民税及び事業税 1,217 1,135

法人税等調整額 － －

法人税等合計 1,217 1,135

四半期純利益 7,302 3,532
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該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

     

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期累計期間に係る四半期キャッシ

ュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資

産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

    

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

 関連会社については、損益等からみて重要性が乏しいため、持分法を適用した場合の投資損益を算出しておりま

せん。 

   

該当事項はありません。 

   

【追加情報】

当第１四半期累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

（四半期損益計算書関係）

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期累計期間

（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

減価償却費 78,987千円 73,946千円 

のれんの償却額 1,500 1,500 

（株主資本等関係）

（持分法損益等）

（企業結合等関係）
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Ⅰ 前第１四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 (注)報告セグメントの売上高の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額(24,560千円)は、事業セ

      グメントではない売上高であります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）  

 (注)その他の調整額は、配賦差額等であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

(固定資産に係る重要な減損損失) 

 該当事項はありません。 

(のれんの金額の重要な変動) 

 当第１四半期累計期間において、重要な変動はありません。  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

報告セグメント

合計 
ゴム事業 樹脂事業

売上高       

外部顧客への売上高 1,246,092 1,095,841 2,341,934 

セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ― 

計 1,246,092 1,095,841 2,341,934 

セグメント利益又は損失(△) △7,580 26,961 19,380 

  （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 19,380 

その他の調整額(注) △1,000 

四半期損益計算書の営業利益 18,379 
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Ⅱ 当第１四半期累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 (注)報告セグメントの売上高の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額(36,855千円)は、事業セ

      グメントではない売上高であります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）  

 (注)その他の調整額は、配賦差額等であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

(固定資産に係る重要な減損損失) 

 該当事項はありません。 

(のれんの金額の重要な変動) 

 当第１四半期累計期間において、重要な変動はありません。  

  

  （単位：千円）

  

報告セグメント

合計 
ゴム事業 樹脂事業

売上高       

外部顧客への売上高  1,496,609  811,752  2,308,362

セグメント間の内部売上高又は振替高  

計  1,496,609  811,752  2,308,362

セグメント利益又は損失(△)  40,720  △33,644  7,075

  （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計  7,075

その他の調整額(注)  861

四半期損益計算書の営業利益  7,937
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。  

      

該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

  
前第１四半期累計期間

（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 0 19 円 銭 0 9

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  7,302  3,532

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  7,302  3,352

普通株式の期中平均株式数（株）  38,384,785  38,384,161

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月11日

日 東 化 工 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 吉 澤  祥 次  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 飯 畑  史 朗  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日東化工株式
会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの第８５期事業年度の第１四半期会計期間（平成２３年４月１
日から平成２３年６月３０日まで）及び第１四半期累計期間（平成２３年４月１日から平成２３年６月３０日まで）に係
る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
   
四半期財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日東化工株式会社の平成２３年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終
了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな
かった。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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